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こども家庭庁から、

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の
額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について

（平成24年３月30日障発0330第16号 厚生労働省社会・援護局障害保健福
祉部長通知）

が発出されています。

いわゆる「留意事項」と呼ばれるものです。

次ページ以降のスライド中では、留意事項から抜粋または引用したこと
がわかるように「留意事項より」と表記します。
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留意事項について



こども家庭庁から、「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支
援）に関するＱ＆Ａ」 が順次出されています。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆Ａは
現在、VOL.1～７まで出されています。

VOL.1（令和６年3月29日）
VOL.2（令和６年4月12日）
VOL.3（令和６年5月 2日）
VOL.4（令和６年5月24日）
VOL.5（令和６年6月 6日）
VOL.6（令和６年7月 1日）

次ページ以降のスライド中では、QAから抜粋または引用した際の抜粋元・引
用元がわかるように「QA VOL.1」のように表記します。

なお令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するＱ＆A
の令和6年5月17日事務連絡は「QA VOL.1」以前のQ＆Aの内容を整理し、作成
されたものです。「QA 5月17日」と表記します。 2

Ｑ＆Ａについて



①加算要件の「専従」について

QA VOL.3
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×＝専従とはならないが当該サービスの勤務時間について、
当該サービスの「常勤換算」に参入できる
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１人で加算は取れません。

QA VOL.3
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②加算要件の「児童福祉事業」の実務経験について

QA VOL.1
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「児童福祉事業」の実務経験について
特別支援学校・特別支援学級及び通級の扱いが異なる

児童指導員等加配加算 → 〇実務経験に含まれる
専門的支援体制加算 → ×実務経験に含まれない

QA VOL.1
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③実務経験２年or３年の児童指導員として資格を得る場合の
「児童福祉事業」の実務経験について

特別支援学校・特別支援学級及び通級の扱いは、「児童福
祉事業」にあたらない
（下記の教員免許を有していない者が特別支援学校・特別
支援学級および通級で勤務していても実務経験には含めら
れない）
↓
ただし、
義務教育学校の教員（養護又は栄養の指導及び管理をつか
さどる主幹教諭、養護教諭、養護助教諭並びに栄養教諭を
除く。）の免許を有していれば、児童指導員として配置可
能。
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④児童指導員等加配加算の取扱い
（中略）
児童福祉事業に従事した経験年数については、（中略）経験
年数は、資格取得又はその職種として配置された以後の経験に
限らないものであること。

④の２ 専門的支援体制加算の取扱い
（中略）
なお、通所報酬告示第１の１の注８の児童指導員等加配加算と
異なり、本加算では、
・保育士及び児童指導員の経験年数については、保育士又は児
童指導員としての資格取得又は任用からの児童福祉事業に従事
した経験が必要となる点

④加算要件の「実務経験５年以上」について
児童指導員等加配加算と専門的支援体制加算の起算日の違い

異
な
る
の
で
注
意

留意事項より
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個別サポート加算(Ⅰ)

※令和6年4月より

（１）行動上の課題を有する就学児の場合（90単位）

┗▸ 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）の修了者を
配置し、研修修了者が放課後等デイサービスを行った場合

（30単位）

（２）著しく重度の障害を有する就学児の場合（120単位）

⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い
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強度行動障害の知識のある職員による支援を行った場合の評価
を充実するため、令和６年４月から放課後等デイサービスのみ、
個別サポート加算(Ⅰ)に対して新たに職員配置要件が設定され

ています。

※主として重症心身障害児 を通わせる事業所の基本報酬を算
定している場合を除きます。

⑫の５ 個別サポート加算(Ⅰ)の取扱い
通所報酬告示第３の７のイの個別サポート加算(Ⅰ)につい

ては、（中略）
通所報酬告示第３の７のイの（１）を算定する場合におい
て、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）の課程を修
了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修
了した旨の証明書の交付を受けた者を配置（常勤換算に限
らない単なる配置で可）し、当該研修修了者が本加算の対
象児に指定放課後等デイサービスを行った場合、90単位に
加え１日につき30単位を所定単位数に加算すること。

⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき）
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介助なし 一部介助 全介助

項目①

項目②

項目③

項目④

支援不要
支援が

必要な

場合がある

常に支援が
必要

（０点） （１点） （２点）

項目⑩

項目⑩

項目⑤

項目⑥

項目⑤

項目⑤

項目⑦

項目⑦

項目⑦

項目⑤

項目⑥

項目⑤

項目⑧

項目⑨

項目⑩

項目⑪

給付決定時
調査項目と
の対応

サポート調査　調査項目

判定結果欄 給付決定時
調査項目と
の対応

⑩　不安定な行動

①　食事

②　入浴

③　排泄

④　移動

⑤　コミュニケーション

⑥　説明の理解

⑦　大声・奇声を出す

⑧　異食行動

⑨　多動・行動停止

⑪　自らを傷つける行為

⑫　他人を傷つける行為

⑬　不適切な行為

⑭　突発的な行動

⑮　過食・反すう等

⑯　てんかん

⑰　そううつ状態

⑱　反復的行動

⑲　対人面の不安緊張・集団への不適応

⑳　読み書き

就学児サポート調査表（従来と
同様のもの）の①～④のうち全
介助が３つ以上になる。

↓

利用者の更新月において

受給者証に加算名が

「個別サポート加算（Ⅰ）重度」

と記載される。

この部分の全介助が３つ以上

⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき）

重度障害児への支援を充実させる観点から、著しく重度の障害
児が利用した場合の評価の見直しも行われています。
※主として重症心身障害児を通わせる事業所の基本報酬を算定
している場合を除きます。
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・強度行動障害支援者養
成研修（基礎研修）を修
了した者を配置すること
・当該研修修了者が当該
利用者に支援すること

以上の要件を満たし、
本市障害福祉課へ事前に
届け出ることが必要

個別サポート加算(Ⅰ) （90単位）

※令和6年4月より

・就学児サポート調査表の①～
④のうち全介助が３つ以上
・受給者証の加算名に「個別サ
ポート加算(Ⅰ)重度」と記載が

あること
・当該利用者に支援すること

以上の要件を満たすことが必要

個別サポート加算(Ⅰ)

一定要件 （120単位）

個別サポート加算(Ⅰ)

重度 （120単位）

⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき）

＋30単位/日
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強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者を配置して支援を
行った場合の３０単位の加算について、事業所に強度行動障害支援
者養成研修（基礎研修）を修了した者が児童発達支援管理責任者し
かいない場合は算定不可です。

理由：
「当該研修修了者が本加算の対象児に指定放課後等デイサービスを
行った場合」に算定できるものであり、児童発達支援管理責任者は
直接処遇職員として従事することが想定されていないため。

⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき） 補足
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なお別の加算である強度行動障害児支援加算については、強度行動
障害支援者養成研修（実践研修）を修了した者が児童発達支援管理
責任者しかいない場合でも算定は可能であることを申し添えます。

⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき） 補足

QA VOL.1
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⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき） 補足

強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者を配置して支援を
行った場合の３０単位の個別サポート加算(Ⅰ)について、強度行動
障害児支援加算を算定している場合は算定不可となります。

QA VOL.2
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⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき）

強度行動障害児支援加算（Ⅰ）
（200単位）

強度行動障害児支援加算（Ⅰ）の例 ↓
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⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき）

強度行動障害児支援加算（Ⅰ）
（200単位）

個別サポート加算(Ⅰ) （90単位）

算定できる

19



⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき）

強度行動障害児支援加算（Ⅰ）
（200単位）

個別サポート加算(Ⅰ) （90単位）

※令和6年4月より

個別サポート加算(Ⅰ)

一定要件 （120単位）

＋30単位/日

算定できない

・強度行動障害支援者養
成研修（基礎研修）を修
了した者を配置すること
・当該研修修了者が当該
利用者に支援すること
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⑤放課後等デイサービスの個別サポート加算(Ⅰ)について

従来取れる加算と新設された加算の違い（つづき）

強度行動障害児支援加算（Ⅰ）
（200単位）

算定できる

・就学児サポート調査表の①～
④のうち全介助が３つ以上
・受給者証の加算名に「個別サ
ポート加算(Ⅰ)重度」と記載が

あること
・当該利用者に支援すること

以上の要件を満たすことが必要

個別サポート加算(Ⅰ)

重度 （120単位）
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⑥時間区分

支援時間の下限の設定や、時間区分による基本報酬の区分
分けが設定されています。
※主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く。

また支援の時間区分を個別支援計画に位置付けたうえでの
延長支援加算の算定が可能です。
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⑥時間区分（児童発達支援）

基本報酬について、極めて短時間の支援（30 分未満）は算定対象から
原則除外するとともに、個別支援計画に定めた個々の利用者の支援時
間に応じた評価が可能となるよう、支援時間による区分があります。
「個別支援計画参考様式」を活用し、個別支援計画に、個々の障害児
の日々の支援に係る計画時間等を記載してください。

時間区分１ 「 30 分以上１時間 30 分以下」
時間区分２ 「１時間 30 分超３時間以下」
時間区分３ 「３時間超５時間以下」

支援時間が30 分未満の支援については、 あらかじめ市と協議を行い、
その必要性を市が認めた場合に、個別支援計画に具体的な必要性等を
定めていることをもって可能とするものです。
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延長支援加算
（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く。）

５時間を超える長時間の支援については、延長支援加算を見直し、
預かりニーズに対応した延長支援として、同加算により評価を行う
もの。 「個別支援計画参考様式」を活用し、個別支援計画に個々の
障害児の日々の延長支援時間等を記載してください。

延長支援加算の要件は以下のとおりです。

個別支援計画にあらかじめ位置づけている障害児について、発達支
援を行う前後の時間帯において、延長支援を行った場合に、障害児
の障害種別及び延長支援時間に応じ算定するもの。

延長支援時間は、１時間以上で設定すること。
発達支援の利用時間の前後ともに延長支援を実施する場合において
は、前後いずれも１時間以上の延長支援時間を設定すること。なお、
延長支援時間には、送迎時間は含まれないものであること。

⑥時間区分（児童発達支援）つづき
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⑥時間区分（児童発達支援）つづき

延長支援加算の要件の続きです。

・支援の標準的な時間が５時間である障害児を通わせることとして
いること。
・運営規定で定めるサービス提供時間が６時間以上であること
（開所時間減算なし）。
・延長支援を行う時間帯に職員を２（延長支援を行う障害児の数が
10 を超える場合にあっては、２に、障害児の数が 10 又はその端数
を増すごとに１を加えて得た数）以上配置していること。このうち
１以上は指定通所基準の規定により配置すべき職員（児童発達支援
管理責任者含む）を配置していること。

なおサービス提供時間中は、指定通所基準の規定により配
置すべき職員を必要人数配置することが必要です。
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支援時間の下限の設定・時間区分の創設
（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く。）

基本報酬について、極めて短時間の支援（30 分未満）は算定対象から
原則除外するとともに、個別支援計画に定めた個々の利用者の支援時
間に応じた評価が可能となるよう、支援時間による区分があります。
「個別支援計画参考様式」を活用し、個別支援計画に、個々の障害児
の日々の支援に係る計画時間等を記載してください。

時間区分１ 「 30 分以上１時間 30 分以下」
時間区分２ 「１時間 30 分超３時間以下」
時間区分３ 「３時間超５時間以下」👈学校休業日のみ

なお放課後等デイサービスにおいては、時間区分３は学校休業日のみ
適用対象となります。
学校休業日ではない日に時間区分３を算定することはできません。

⑥時間区分（放課後等デイサービス）
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（前ページのつづき）

支援時間が30 分未満の支援については、 あらかじめ市と協議を行い、
その必要性を市が認めた場合に、個別支援計画に具体的な必要性等を
定めていることをもって可能とするものです。

⑥時間区分（放課後等デイサービス）つづき
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⑥時間区分（放課後等デイサービス）つづき

延長支援加算
（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く。）

児童発達支援と同様ですが、要件の一部が児童発達支援と異なります。

＜要件＞
延長支援加算の算定が可能となる支援の標準的な時間は、平日３時間、
学校休業日５時間となります。
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延長支援加算
（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く。）

５時間（平日は３時間）を超える長時間の支援については、延長支
援加算を見直し、預かりニーズに対応した延長支援として、同加算
により評価を行うもの。 「個別支援計画参考様式」を活用し、個別
支援計画に個々の障害児の日々の延長支援時間等を記載してくださ
い。
延長支援加算の要件は以下のとおりです。

個別支援計画にあらかじめ位置づけている障害児について、発達支
援を行う前後の時間帯において、延長支援を行った場合に、障害児
の障害種別及び延長支援時間に応じ算定するもの。

延長支援時間は、１時間以上で設定すること。
発達支援の利用時間の前後ともに延長支援を実施する場合において
は、前後いずれも１時間以上の延長支援時間を設定すること。なお、
延長支援時間には、送迎時間は含まれないものであること。

⑥時間区分（放課後等デイサービス）
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延長支援加算の要件の続きです。

・支援の標準的な時間が５時間（平日は３時間）である障害児を通
わせることとしていること。
・運営規定で定める休日のサービス提供時間が６時間以上であるこ
と（開所時間減算なし）。
・延長支援を行う時間帯に職員を２（延長支援を行う障害児の数が
10 を超える場合にあっては、２に、障害児の数が 10 又はその端数
を増すごとに１を加えて得た数）以上配置していること。このうち
１以上は指定通所基準の規定により配置すべき職員（児童発達支援
管理含む）を配置していること。

⑥時間区分（放課後等デイサービス）

なおサービス提供時間中は、指定通所基準の規定により配
置すべき職員を必要人数配置することが必要です。
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⑥時間区分（つづき）

異
な
る
の
で
注
意

QA VOL.3
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⑥時間区分（つづき）

異
な
る
の
で
注
意

（前ページのつづき↓）
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⑥時間区分（つづき）

（前ページのつづき↓）
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⑥時間区分（つづき）

サービス提供の記録およびサービス提供実績記録票
に記載する支援時間は、次のいずれになるのか

①個別支援計画に定める標準時間

②実際に支援に要した時間

（前ページより抜粋↓）

サービス提供記録には、実際に支援に要した時間を記載

以下の質問について、本市へ多く寄せられるため
補足します。
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⑥時間区分（つづき）
（こども家庭庁の記載例）
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⑥時間区分（つづき）
（こども家庭庁の記載例）

該当箇所
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⑥時間区分（つづき）
（こども家庭庁の記載例）

サービス提供実績記録票について
は以下のとおり記載する

・「算定時間数」には個別支援計
画に定める標準時間を記載

・「開始時間」「終了時間」には
実際の支援に要した時間を記載
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⑥時間区分（つづき）

QA VOL.1
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⑥時間区分（つづき）
（前ページのつづき↓）

こども家庭庁による
個別支援計画別表の記載例
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⑥時間区分（つづき）
QA VOL.1

QA VOL.1
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⑥時間区分（つづき）

ここからは、延長支援加算について補足します。

QA VOL.3
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⑥時間区分（つづき）

QA VOL.3
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⑥時間区分（つづき）
QA VOL.3
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⑦欠席時対応加算

QA VOL.3
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⑦欠席時対応加算

・欠席時対応加算を算定するにあたりあらかじめ本市障害福祉課への
届出は不要です。
・相談援助等の内容を必ず記録し、事業所側で保管ください。運営指
導等での点検の際に提出を求めることがあります。
記録が保管されていない場合は相談援助未実施とみなし返還を求める
場合があることを申し添えます。

⑪ 欠席時対応加算の取扱い
通所報酬告示第１の７の欠席時対応加算については、以下のとおり取
り扱うこととする。
（一） 加算の算定に当たっては、急病等によりその利用を中止した
日の前々日、前日又は当日に中止の連絡があった場合について算定可
能とする。
（二） 「障害児又はその家族等との連絡調整その他の相談支援を行
う」とは、電話等により当該障害児の状況を確認し、引き続き当該指
定児童発達支援等の利用を促すなどの相談援助を行うとともに、当該
相談援助の内容を記録することであり、直接の面会や自宅への訪問等
を要しない。（中略）
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⑦欠席時対応加算（つづき）

・欠席時対応加算を算定する場合、算定日に係る相談援助が必要です。
インフルエンザ等により数日間利用者が欠席し、最初の日のみ相談援
助を行った場合に欠席時対応加算を算定できるのは最初の日のみとな
ります。
仮に数日間、毎日相談援助を行ったのであれば算定は可能です。
ただし算定できる上限回数は決まっており、１月につき４回を限度と
して算定可能です。

※主として重症心身障害児を通わせる事業所の基本報酬を算定してい
ると上限回数が異なる場合があります。
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⑧専門的支援実施加算

⑫ 専門的支援実施加算の取扱い
通所報酬告示第１の８の専門的支援実施加算については、理学療法士
等による支援が必要な障害児に対する専門的な支援の強化を図るため、
（中略）
（一）
理学療法士等を１以上配置し、当該理学療法士等が障害児ごとの通所
支援計画を踏まえて、その有する専門性に基づく評価及び当該通所支
援計画に則った支援であって５領域のうち特定又は複数の領域に重点
を置いた支援を行うための計画（以下「専門的支援実施計画」とい
う。）を作成し、当該専門的支援実施計画に基づき、適切に支援を行
うこと 。
また、その配置は、単なる配置で差し支えないものであり、指定通所
基準の規定により配置すべき従業者や児童指導員等加配加算、専門的
支援体制加算で加配している人員によることも可能であること。

専門的支援体制加算とは異なります。
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⑧専門的支援実施加算（つづき）

専門的支援実施加算を算定する際は、本市障害福祉課へ事前の届出が
必要です。まだ届出されていない事業所はご提出をお願いします。

＜届出の諸注意＞
・「様式第５号（いわゆる加算届の鑑）」および専門的支援実施加算
を算定するための「参考１７」をあわせて提出してください。
・「様式５号別紙」体制状況等一覧表には、専門的支援実施加算の算
定有無を記載する箇所がありません。したがって提出は不要です。
・専門的支援実施加算を算定する理学療法士等の職員について、資格
情報および事業所での配置状況を本市で確認します。
したがって、当該職員が理学療法士等である資格の証明書を提出して
ください。また、参考様式５勤務形態一覧表を提出してください。

＜算定時の注意＞
・作成された専門的支援実施計画を必ず事業所側で保管ください。運
営指導等での点検の際に提出を求めることがあります。
専門的支援実施計画が保管されていない場合は未作成とみなし返還を
求める場合があることを申し添えます。
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⑨通所自立支援加算 QA VOL.1

QA VOL.1
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⑩支援プログラム未公表減算

（中略）
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⑩支援プログラム未公表減算（つづき）

回答締切を過ぎると未公表とみなされ減算となる場合があることを
申し添えます。必ず締切までに公表を終えて本市へ報告ください。

支援プログラムの届出は、指定権者である明石市の障害福
祉課へ提出いただくことになります。

提出専用フォームを設ける予定です。
後日、提出締切日とともに周知する予定ですので、
確認漏れのないようお願いします。
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⑪自己評価結果等未公表減算

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定により
・保育所等訪問支援が新たに実施対象
・医療型児童発達支援センターから児童発達支援センターへ

移行した事業所も実施対象

ホームページに公開した後、明石市自己評価結果公表専用フォームに
入り、設問に対して回答してください。
フォーム回答期限：令和７年２月２８日（金）〆切

明石市自己評価結果公表専用フォーム
URL：https://logoform.jp/f/8GlVT
二次元コード→右図

※URL、二次元コードのどちらからでも
入れます。

回答締切を過ぎると未公表とみなされ減算となる場合があることを
申し添えます。必ず締切までに公表を終えて本市へ報告ください。 52



各種ＱＡ、指定基準、報酬告示、通知・事務連絡、参考様式等

こども家庭庁の掲載場所をご案内します。

・令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について
https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei

・サービス提供実績記録票の雛形・記載例、等報酬算定構造・サ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000174644_00018.html
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質問フォームについて

本市への質問専用フォームをつくりました。
質問はこちらからお願いします。
（窓口・電話ですと回答まで長い日数を要する場合がございます）

質問専用フォームＵＲＬ：https://logoform.jp/f/bTUKe
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